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１．はじめに 

 1995 年兵庫県南部地震以降，各機関において耐震設計指針の見直

しがなされ，地中構造物においてもレベル２対応の設計が要求され

るようになってきている．一方で，指針改訂以前に施工された構造

物では，現行の指針を適用した場合，何らかの補強が必要となるこ

とがしばしば見られる．また，供用中の地中構造物では内側からの

耐震補強が困難となるケースが多い．そこで，本検討では，比較的

土被りが小さい既設の地中構造物を対象とし，周辺地盤をＥＰＳまたはコンクリ

ートで置換する耐震補強工法の効果について評価を行った． 

２．検討条件  

(1)検討モデル 

 検討対象は，岩盤上に直接支持された二連ＢＯＸカルバートであ

および上部をＥＰＳまたはコンクリートで置換した７種類のモデル

較を行う．各モデルの概要を図-2.1 に示す．ここで，モデルＡはＥＰＳを台形形

状に，モデルＢはＥＰＳを逆台形形状に，モデルＣはコンクリート

した場合である．各モデルの番号は，１が頂版上部と構造物側部を

た場合，２が側部のみを置換した場合である．また，参考までに構造物周辺地盤

が無い場合(モデルＤ)についてもモデル化する． 

 これらのモデルについて二次元動的ＦＥＭ解析(周波数応答解析)により構造

物への補強効果の検討を行う． 

(2)地盤・構造物・補強工の物性 

 地盤，構造物および補強工の物性

を表-2.1～表-2.2 に示す．表層地

盤は，埋戻土(砂質土)のＮ値をパラ

メータにした４ケースとし，図-2.2

のひずみ依存性を考慮した等価線

形モデルとする． 

(3)入力地震動 

 地震動は，『コンクリート標準示

方書 耐震設計編 2002 年制定』掲

載の標準波形のうち，レベル２地震

動（海洋型１）の主要動部分を抜粋

（5.0 秒～42.0 秒）して使用する．
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図-2.1 検討モデル図
図-2.2 埋戻土の動的変形特性曲線１）
 
表-2.1 地盤物性値一覧
 表-2.2 構造物･補強工の物性値一覧２）
（無補強モデル）

7100
（モデルＡ：ＥＰＳ置換工法，台形）
（モデルＢ：ＥＰＳ置換工法，逆台形）
（モデルＣ：コンクリート置換工法）

減

地盤 な し
（モデルＤ：空洞化，構造物周辺地盤なし）
動的ＦＥＭ解析 

-3661-1572,FAX03-3661-1604 

2254,FAX052-973-3173 
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(％)

24.5 2.50×10７ 1.04×10７ 0.20 5.0

23.0 2.10×10７ 8.75×10６ 0.20 3.0

77.0 2.05×10８ 7.90×10７ 0.30 5.0

0.35 8.80×10３ 4.00×10３ 0.10 2.0



３．検討結果  
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 二次元動的ＦＥＭ解析の結果，各モデルの構造物

に発生する断面力(曲げモーメント)の比較結果を

図-3.1 に示す．各ケースとも無補強モデルの断面力

に対する比率で表している．また，参考までに構造

物の側部地盤および土被りの無い場合(モデルＤ)

を併記する．図-3.1 より，発生断面力の無補強モデ

ルに対する比率は，Ａ(ＥＰＳ台形)，Ｂ(ＥＰＳ逆

台形)，Ｃ(コンクリート)の順に小さくなる（即ち，

断面力低減効果が大きくなる）．また，側部のみ置

換した場合(Ａ２，Ｂ２，Ｃ２)よりも門型に置換し

た場合(Ａ１，Ｂ１，Ｃ１)の方が断面力の低減効果

は大きい．一方，側部ＥＰＳ置換(Ａ２，Ｂ２)では，

表層地盤の剛性が大きくなると，逆に断面力が増加

するケースが見られる．これは，ＥＰＳで置換した

構造物側部の剛性が原地盤よりも小さく，周辺地盤

からの応力が頂版部に集中的に作用して構造物の

変形が大きくなるためと考えられる．また，モデル

Ｃ１(コンクリート門型)は，モデルＤ(空洞化)の発

生断面力を下回っており，門型コンクリート置換に

よる効果は，空洞化の場合よりも卓越している． な

お，せん断力や頂底版間の相対変位においても同様

の傾向が認められた． 

図-3.1 発生断面力(曲げモーメント)の比較 

  

 N/m2 0５ N/m2 

 図-3.1 の考察を踏まえ，いくつかの代表的なケー

スにおける構造物周辺地盤の主応力分布を図-3.2 に示

よび構造物頂版部への集中的な応力伝播が見られる．次

ＰＳ以外の地盤部分に流れ，構造物の周囲に大きな応力

コンクリート部分で応力の大部分を負担しており，これ

なお，モデルＣ１の地盤部分については，無補強モデル

４．まとめ 

 連続体を仮定した動的ＦＥＭ解析により，土被りの小

ＰＳまたはコンクリートにより置換する工法の耐震補強

・ＥＰＳによる置換形状は，台形よりも逆台形の方が効

は大きくなる．また，側部のみの置換では，表層地盤

・コンクリート置換工法においても，側部のみよりも門

置換したモデルの断面力低減効果は，空洞化モデルと

・ＥＰＳ置換工法よりもコンクリート置換工法の方が，

位な結果となる． 

 今後は，現地発生土を用いたセメント系固化体による
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